




















































































































































































































































































17年同業組合準則， 19年米撰俵製改良諭達， 19年米穀商人組合， 田圃耕


















注. 日本農業発達史調査会編『日本農業発達史』第 5巻(中央公論社， 昭和30年)48 


























































































滋賀が農業73，551人 (95.0%)商業1，824人 (2.4%)農商兼業1，971人 (2.5
%)，商業家族麗人37人(0.0 ~の，計 77， 383 人(100 %)，山口が地主(自作を含む
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明治 20-24年平均 291 724 811 205 281 -1 2，614 
(11. 1) (27.7) (31. 0) (7.9) (10.8) (11.5) 一 (100)
25-29 平均 423 439 539 298 381 497 -1 2，576 
(16.4) (17.0) (20.9) (11.6) (14.8) (19.3) ー (100)
30-34 平均 158 764 397 145 228 590 -1 2，283 
(6.9) (33.4) (17.4) (6.4) (10.0) (25.9) 一 (100)
35-39 平均 149 537 479 173 258 1，162 -1 2，759 
(5.4) (19.5) (17.4) (6.3) (9.3) (42. 1) 一 (100)
40-44 平均 145 223 499 91 333 2，248 224 3， 764 
(3.9) (5.9) (13.3) (2.4) (8.9) (59. 7) (5.9) (100) 
注(1) 東京廻米問屋組合『東京廻米問屋組合深川正米市場五十年史~ (昭和 12年)，
268-270頁より.



























































(3) 米穀輸出は，明治 30年代へ入ってしだし、に減少し，明治 33年(1900)以降完全
な輸入超過に転ずる。
(4) W大日本農会報』第297号(明治 39年 3月)， 22頁。
(5) 前掲『香川県穀物検査廿五周年記念誌J]， 1頁。














































年度 I ~j:iI!~;m~ I ~ ~ ^  ~ I ~~æ~ I 差引輸移 Im.t$~ I y~ 人当り内地生産額 輸移入額|輸移出額| |消費総額'I'IlU~Y I-U'tf.R 入超過額| 消費額
千石 千石 千石 千石 千石 石
明治25年 38，181 104 478 (ー )74 38，107 0.938 
26 41，430 392 691 (一)299 41，130 1. 004 
27 37，267 1，359 526 834 38，101 0.923 
28 41，859 774 874 (-)100 41，759 1. 001 
29 39，961 557 622 (-) 65 39，896 0.947 
30 36，240 2，051 758 1，293 37，534 0.882 
31 33，039 5，355 255 5，100 38， 139 0.885 
32 47，389 409 1，090 (ー )682 46， 706 1.072 
33 39，698 1，096 355 741 40，439 0.918 
34 41，466 1，423 499 924 42，391 0.951 
35 46，914 1，453 674 779 47，693 1.056 
36 36，932 5，560 320 5，241 42，173 0.921 
37 46，473 5，953 453 5，500 51，974 1. 122 
38 51，430 5，610 229 5，381 56，811 1. 214 
39 38，173 3，531 259 3，272 41，445 0.876 
40 46，303 3，250 274 2，976 49，278 1.030 
41 49，052 3，151 255 2，896 51，948 1. 078 
42 51，934 2，528 379 2，149 54，083 1. 108 
43 52，438 1，757 591 1，162 53，604 1.084 
44 46，633 2，933 2，491 49，125 0.980 
45 51，712 2，911 300 2，611 54，322 1.068 















































































(5) W大日本農会報』第346号(明治 43年5月)， 42頁。
(6) 日本食糧協会編『戦前における歴代内閣の米穀食糧行政付~ (昭和52年)， 142-
144頁。
(7) 前掲『農林水産省百年史~，持田恵三稿を参照。
(8) 太田嘉作『明治大正昭和米価政策史~ (図書刊行会，昭和52年)， 206頁。
(9) 持田恵三「食糧政策の成立過程付J(W農業総合研究』第8巻第2号，昭和29年)，
244頁。もちろん，米騒動を契機として，食糧問題が体制安定と直結し，米穀法




































































明20以前|明21-40 明い大 1 I大 2-6 I大 7-10
北海道 20 * 9 
東 ~t 4 ** 8 * 7 
関 東 4 ** 363 ***110 * 13 
北 陸 2 * 3 *** 32 19 9 
東山・東海 2 * 36 * 32 26 * 30 
う丘 畿 2 3 ** 7 ** 24 * 33 
中 国 2 ** 6 * 21 29 12 
四 国 * 2 * 3 * 4 
九 ナト| * 4 ****12 * 15 21 
計 9 62 507 255 130 





















































108 頁。原典は『生産調査会録事~ (2)， 11-20頁〉。
(2) W帝国農会報』第2巻第 12号(大正元年 12月)， 22-26頁。
(3) 向上， 26頁。











(8)(9) 山形県産米改良協会連合会『山形県米穀流通経済史~ C昭和33年)， 137頁。
米穀検査制度の史的展開過程 35 
(10) 向上， 154頁。
(1) 向上， 191頁。そこでの利益と経費の計算とは， まず利益は検査後 1石当たり
80銭から 1円高価となったことに基づき， 1俵につき少額に見積って 25銭(a)とし，






甲 20銭 12銭 5銭




県 名 米の種類 実行歩合
香 JI[ 合格米 米 2升 100% 
甲合格米
福 井 乙合格米 l升 5合文は 10銭 100% 
乙合格下 l升文は 5銭
兵 庫 合格米 l升 95% 
秋 田 一等米 65% 
二等米 10銭
富 山 上合格米 l升文は 12銭| 30% 
一等米 3升 5合
二等米 3升




石 JI[ 二等米 3升 40% 
三等米 2升





































次郎の厳密なる試算によれば(7)， 3等米でいってもそれは 1石につき 5升な
ければならないが，金丸村の場合は2等米で 1升5合， 1等米でやっと 3升に























|強制任 i奨励米交|罰米徴収 1 ~rt:t l'" 強制任 i奨励米交|罰米徴収
道府県|意の別|付地主割合|地主割合 l道府県|意の別 l付地主割合|地主割合
北海道 日虫 大部分 大部分| 大阪 5虫 82 4 
青森 強 55 兵庫 5虫 90 欠記載
宮城 5虫 22 。和歌山 強 35 。
秋田 強 82 66 鳥取 (移〉 65 65 
山形 任 100 。島根 (移) 100 。
福島 5虫 97 。岡山 5虫 95 。
茨城 半強 77 稀 広島 任 極メテ稀 極メテ稀
栃木 強 87 稀 山口 5虫 25 稀
群馬 日虫 95 稀 徳島 5虫 90 10 
千葉 5虫 90 20 香川 5虫 殆ト全部 。
神奈川 5虫 99 。愛媛 5童 95 10 
新潟 強 90 40 福岡 5虫 65 。
石川 5虫 88 35 佐賀 任 18 2 
福井 強 45 10 長崎 (移) 85 20 
岐阜 強 100 稀 熊本 (移〉 60 30 
愛知 強 60 大分 強 27 。
三重 強 90 宮崎 5虫 66 52 
滋賀 5虫 80 鹿児島 日虫 30 10 














































注(1) 岡山県内務部『小作争議ノ沿革及現況~ (大正13年)， 4頁。
(2) 向上， 3 -4頁。
(3) 農商務省農務局『小作争議ニ関スル調査 其ノー~ (大正 11年)， 24頁。
(4) 児玉，前掲書， 436頁。





































「漸次実績ヲ挙クル為ニ適宜誘導ノ方法ヲ講セ γ トス」とし、う項目に， r桝量受渡
ヲ重量受渡ユ改ムルコト」があった(太田，前掲書， 208頁〉。
4.小括
大正4年 (1915)に農商務省は第2回米穀改良に関する協議会を開催する。
当時すでに「府県又は同業組合の事業として米穀の検査を行うもの三十二府県
の多きに達し，旧態を一新する」に至っていた。しかし，前年に始まった第1
次大戦は，消費制限にまで至ったドイツの例を待つまでもなく， r本邦国民の
最大食糧品たる」米の生産が， r一朝有事に際しては国家の持久力とも密接な
る関係を有すること」を改めて政府に痛感させ，なお「一層米穀生産の改良発
達を図ると同時に，収穫後に於ける腐敗，虫害及脱漏等に依る減損を防止し，
食糧品の充実を計る(I)J必要を要求していたのである。
そしてそれは，県営という形で普及した米穀検査をより強固に定着化させる
ということにほかならない(2)。それゆえここでも特に注意すべきこととして，
「補償米の交付」について農務局長は次のように述べていたのである。
「米穀改良事業に依って生ずる利益を地主及小作者間に公平に分配せしむ
るは，本事業の施行上一日も忽にすべからざる事項たり，此の点に関して
は各地方共相当注意せらるることを疑わずと雄，今後一層の注意あらんこ
とを望むけ)J
更に， r産米の声価を博せむが為検査員に於て品質を偏重し，経済上有利な
る品種を排斥するが如き弊なきゃ(4)J ともあり，検査があくまで増産という
国家の食糧政策からはずれることのないよう注意を行なっているのである。
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さて，第2章で見たように，明治中期までの米穀検査は明治20年代の改良
組合にしても， 30年代の同業組合にしでもあくまで「自治的」性格のもので
あった。それは最初に米穀検査を要請したものが，貢米制度の廃止の結果起こ
ってきた粗悪米の氾濫だったという意味で，行政が検査を行なうことは，封建
的諸制限を撤廃し，自由な商品流通を原則とする資本主義社会を建設するとい
う明治政府の政策に逆行するものとして忌避されたからである。しかし，米質
の粗悪化，市場声価の下落は，地域の経済にとって重大な影響を与えるもので
あった。それゆえ，政府の殖産興業政策を受けつつ，名望家的な手作り地主層
の指導的活動に依拠する形で地方庁が推進しようとしたのが改良組合だったの
である。しかし，商品経済の発展は手作り地主層の寄生化を進め，また殖産興
業政策をもより自由放任的に転換させることによって，滋賀県と山口県を除い
ては改良組合による検査は定着することはなかった。明治30年以降は，米商
人による同業組合検査が米輸出産地で展開を見たが，これは生産者を含むもの
でないという意味で産米改良の面で始めから限界をもつものだったのである。
一方で明治30年代に米の消費量は急激に増大し，それに伴って流通量も増
大しただけではなく，市場における産地聞の競争も激しくなっていった。米穀
県営検査は，直接的にはこうした競争の進展に県の勧業行政が応えようとした
ものであった。しかもその効果が市場価格の上昇となって歴然と現われること
によって，他の府県にも対応を迫るものだったのである。しかし，それが市場
制度としての根拠と規準をもって普及されてゆくのは， 明治43(1910)年の
農商務省令以降のことであった。それは県営検査の普及が，流通過程上での減
耗を削減することによって，正貨流出の一大要因となりつつあった外米輸入の
縮減に貢献するものと位置づけられたからであった。つまり，県営検査は，植
民地を含めた帝国内自給化という形でこの頃成立を見せる食糧政策の一環とし
て普及されることになったのである。
このような意味において，県営検査の歴史的性格を従来のように，地方庁が
地主の利害に立って推進したものとすることはできない。なぜなら，それがそ
のまま施行されれば小作人には負担増を，地主には利益をもたらすことは誰の
米穀検査制度の史的展開過程 43 
目にも明らかであって，それは「徒に農民の恨を招くのみにして，其の効果を
収むること能わざる(5)Jことも，これまた自明だったからである。こうして
奨励米を柱とする小作人保護奨励が政府によっても，地方庁によっても，県営
検査実施のための条件として地主に対して指導されていったのであった。もち
ろん，地主の力が未だ強い当時にあっては，米穀検査の結果が相対的に地主有
利に作用したであろうことは充分考えられる。またそれだからこそ，米穀検査
をめぐる小作争議も発生してきたのであった。しかし，地方当局はこれまで言
われてきたように，それを権力的に弾圧したのではなく，むしろ奨励米という
新しい小作慣行をより徹底させ，またその量率を地主小作間で、紛争が起きない
程度にまで調整することによって(6)，その市場制度としての「公共性」と
「中立性」を確保していったのであった。そうであったからこそ，県営検査は
市場制度として社会的に定着することもでき，乾燥，俵装改良をはじめとする
産米改良と流通減耗の削減，取引の円滑化といった市場経済的機能を発揮し，
そのことによって国家的，体制的利害に立つ食糧政策の一翼を担うこともでき
たのである。
ただし，県営検査はそのような国家的意義のものであったにもかかわらず，
政府が直接法律によって制度化したものではなく，あくまで各道府県が自県経
済の利益を大義名分として，県単位で制度化されていったものであった。それ
はこの段階でも未だ「自由売買」という市場原則が，政府が直接前面に出るこ
とを許さなかったからである。しかし，ここに次の段階における問題が苧まれ
ていた。なぜなら，県営検査が食糧政策に沿って機能してゆくためには，その
検査内容が統一化の方向へ向かうものでなければならない。実際，大正末まで
はその方向で整備が進み，それが第1次大戦後の米穀市場における東西二大ブ
ロック化の下での銘柄等級制の確立の物質的条件となったのであった。しかし
銘柄等級制の確立は，銘柄競争を促し，とりわけ植民地米の進出が，各県を単
位とする産米改良競争を蛾烈なものとして県営検査は各県の産米改良と製品差
別化のための手段として再び、統一性を失ってゆくだけでなく，自虐的なまでの
厳格化を進めることになる。一方，米穀統制のための市場の制度化と組織化を
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進めつつあった政府にとっては，銘柄競争は米穀統制を乱すものとして，銘柄
整理が緊急課題となり，ここに国営検査が政策フoランに登場することになるの
である。しかるに，結局のところそれが戦時統制の一環としての食糧管理制度
の一部分に，統制品の収納検査としてしか達成されなかったのはなぜか，その
解明が続稿の課題となるだろう。
注(1) 以上の引用は，協議会における道家農務局長開会の辞(日本食糧協会『戦前にお
ける歴代内閣の米穀・食糧政策己.lI，昭和53年， 348頁〉。
(2) 事実この段階では未だ県営検査は完全に定着したものとはいえなかった。例えば，
福岡県の場合は，明治44年 (1911)に施行されるが， r生産検査は実施間際に於て
検査の程度峻酷に失するなきゃの疑慢を懐く反対的団体醸成しJ，実施は築上，京
都の 2郡のみで他は延期され， r大正二年三瀦郡の一部に生産検査を開始し其の成
績ホ良好にして殆んど前者を凌ぐの好結果を得。次いで大正三年遠賀・糸島ニ郡及
鞍手・糟屋・三瀦各郡の一部に施行したる所再び反対団起り実行困難に陥りたるも
能く其の効果を指摘して誤解を除去し大正五年更に鞍手郡の残郡及嘉穂田川糟屋各
郡の一部に施行し爾来年々拡張して大E十一年に至り県下全部に検査を施行するに
至るJ(児玉，前掲書， 125頁〉。
(3) 日本食糧協会，前掲書(::::;， 349頁。
(4) !r帝国農会報』第5巻第3号， 124頁。
(5) 第2回米穀改良に関する協議会における河野農商大臣の訓示(日本食糧協会，前
掲書(::;， 351頁〉。
(6) ただし，この段階の地主小作聞の調整は小作権を強化しようとしづ方向よりも，
地主を再び小作人の保護者に引き戻そうと L、う逆向きの介入であったとL、う意味で，
第 1次大戦後とは基本的に段階が異なる。柳田国男は，以下のようにその点を批判
して小作料金納制を提起したのである。「全体，地主が人に農業をさせて置きながら，
改良の必要を唱へるのは手前勝手の話で，小作人と休戚を共にするやうな昔風の地
主ならば兎も角も，所調不在主義の地主が之を説くに至っては不条理の言たるを免
れません。要するに小作料米納の慣習の下に米質改良策が効を奏せないのは当然で
あります。故に恐ろしい法令の力を借りるのですJ(柳田国男『時代ト農政.lI[!r明治
大正農政経済名著集5.l1， 農文協，昭和51年所収， 347頁J)。
〔付記〕 本稿は，著者が日本学術振興会特別研究員として，農業総合研究所において
行なった研究の成果である(編集委員会〉。
